
平成２９年度概算要求主要事項

文部科学省初等中等教育局





千円 千円 千円

1,533,738,811 1,526,317,952 △ 7,420,859

　 （

１．義務教育費国庫負担金

（

（

３．補習等のための指導員等派遣事業

（

４．学校現場における業務改善加速事業

　　（再掲）

2,165,000 2,143,000 △ 22,000 義務教育費国庫負担金

教育課程の充実 2,948,651 4,319,679 1,371,028
（

１．学習指導要領等の改訂及び主体的・対話的で

　　深い学びの推進

（

２．次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する

　　先導的研究開発

（

３．高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善の

　　ための研究開発事業

（

４．理数教育の充実のための総合的な支援等

（

５．現代的課題に対応した教育の充実

（

６．小学校におけるカリキュラム・マネジメントの

　　在り方に関する研究【新規】

（

７．高等学校における総合的な学習の時間の

　　抜本的改善・充実【新規】

（

８．「キャリア・パスポート（仮称）」普及・定着事業

　　（再掲）

（

９．特別支援学校学習指導要領等の改訂（再掲）

（

１０．幼稚園教育要領の改訂（再掲）

道徳教育の充実 1,459,854 2,782,256 1,322,402 　

　 （

１．道徳教育の抜本的改善・充実等

全国的な学力調査の実施 5,259,347 5,985,271 725,924
（

１．全国学力・学習状況調査の実施

　　【一部国立教育政策研究所に計上】

（

２．学力調査を活用した専門的な課題分析に

　　関する調査研究

いじめ・不登校対応等の推進 5,716,325 7,713,376 1,997,051
（

１．いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

（ 5,679,377 ）

7,673,018

　（１）外部専門家を活用した教育相談体制の
     　整備・関係機関との連携強化等

7,007,108

5,964,588

27,524 ）

20,683

５．

5,715,040 ）

2,388,742

65,803

2,782,256

４．

115,855

22,093 ）

197,861

17,560

108,150 ）

106,133

）

0 ）

40,985

52,707

）

288,050

2,036,719 ）

２．これからの学校教育を担う教員の資質能力の
　　向上

2,014,397

4,735,590 ）

5,371,476

1,518,472,000

1,819,924 ）

82,563

125,297 ）

事        項
前　年　度
予　算　額

平成２９年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

２．

１． 「次世代の学校」創生のため
の指導体制強化等 ）1,527,058,000

0 ）

460,079

572,604 ）

980,980

82,545 ）

108,980

３．

0 ）

1,459,854 ）

5,231,823 ）

（参考）復興特別会計

説明資料１ 参照

説明資料２ 参照

説明資料３ 参照

説明資料４ 参照

説明資料５ 参照

－初中－1－



千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成２９年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

（

　（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業

（

　（３）有識者会議等開催経費等

（

２．中学校夜間学級の設置促進等推進事業

2,700,865 2,700,865 0 　緊急スクールカウンセラー等活用事業

101,130 101,130 0
（

１．健全育成のための体験活動推進事業

　　【生涯学習政策局に計上】

（
２．学校における長期宿泊体験活動の導入促進

　　に関する調査研究

38,163,233 47,583,303 9,420,070
（

１．幼児教育無償化に向けた取組の段階的推進

　（幼稚園就園奨励費補助・事項要求）

（

２．幼児教育の質の向上

（

　（１）幼児教育の質向上推進プラン

（
　　　①幼児教育の推進体制構築事業

（
　　　②幼児期の教育内容等深化・充実調査研究

（

　（２）幼稚園の人材確保のための取組の推進

（
　　　①幼稚園の人材確保支援事業【新規】

（
　　　②園務改善のためのＩＣＴ化支援【新規】

（
　（３）幼稚園教育要領の普及・啓発

（
　（４）ECEC Network事業の参加

３．幼児教育の環境整備の充実 （

（

　（１）認定こども園等への財政支援

（

　（２）私立幼稚園の施設整備の充実

281,250

0 ）

388,973

0 ）

）

）

107,723

0 ）

19,095

）

254,359 ）

203,149

1,503,356

203,148

19,106

115,855

22,093

222,244

７． 幼児教育の振興

32,271,935 ）

32,271,935

736,102

98,600

2,530 ）

2,530

）

14,575,266

）

222,254

620,536

17,491 ）

45,374

40,358

18,172 ）

６． 子供の体験活動の推進

98,600 ）

1,285 ）

9,020

5,636,939 ）

5,135,989

10,022 ）

13,071,910

500,950 ）

（参考）復興特別会計

「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」（平成28年８月

１日開催）で取りまとめられた方針等を踏まえ、幼児教育無償化に向けた取

組を「環境整備」と「財源確保」を図りつつ、段階的に進めることとし、その対

象範囲や内容等については予算編成過程において検討する。（要求・要望額

は前年同額で仮置き）。

説明資料６ 参照

説明資料７ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成２９年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

特別支援教育の充実 15,537,979 16,227,907 689,928 　
（

１．インクルーシブ教育システムの推進

（

（
　　（２）特別支援教育専門家等配置

（
　　（３）特別支援教育体制整備

（

（
３．特別支援教育に関する教職員等の資質向上

（

（

（
６．特別支援教育就学奨励費負担等

（

（
８．特別支援教育充実事業等

206,268 346,898 140,630
（

（

　　【生涯学習政策局に計上】

（

３．スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール

（

256,782 358,610 101,828
（

（
２．養護教諭の資質・能力向上に資する調査研究

　　事業【新規】

（
３．防災教育を中心とした実践的安全教育総合支

　　援事業

（
３．つながる食育推進事業【新規】

1,323,463 ）
588,464

５．学校における交流及び共同学習を通じた障害
     者理解（心のバリアフリー）の推進

91,859

12,909,248 ）
12,909,248

４．学習指導要領等改訂及び学習・指導方法の
    改善・充実

153,850

80,941 ）

７．教科書デジタルデータを活用した拡大教科書、
　　音声教材等普及促進プロジェクト

257,021

55,503 ）

140,310 ）

273,935

27,408 ）

）
43,668

0 ）
２．発達障害の可能性のある児童生徒等に対
　　する支援
　　　 特別支援教育の視点を踏まえた学校経
　　　 営構築研究開発事業等 【新規】

152,040

1,001,106 ）
1,801,490

0 ）

0 ）

0 ）

69,675

１．がんの教育総合支援事業 34,538

0 ）

22,268

224,822 ）

232,129

235,450

１０． 学校健康教育の推進

31,960 ）

13,515４．農林水産高校等の魅力発信に関する調査
　　研究事業【新規】

11,785 ）

２．地域を担う人材育成のためのキャリアプランニ
　　ング推進事業

26,376

163,936 ）

）

８．

１．将来の在り方・生き方を主体的に考えられる
　　若者を育むキャリア教育推進事業

71,557

　　（１）特別な支援を必要とする子供への就学前
　　　　 から、学齢期、社会参加までの切れ目ない
          支援体制整備【新規】

694,504

952,953 ）

９． キャリア教育・職業教育の充
実 30,547

1,063,318

48,153

説明資料８ 参照

説明資料９ 参照

説明資料１０ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成２９年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

2,557,391 2,573,684 16,293
（

（
２．へき地児童生徒援助費等補助金

21,521,446 23,698,186 2,176,740

（

（

２．小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業

（

３．スーパーグローバルハイスクール

（

（
５．帰国・外国人児童生徒等教育の推進

（
６．社会総がかりで行う高校生留学促進事業

（
７．その他（オーストラリア科学奨学生の派遣等）

0 1,282,900 1,282,900

　

367,972,660 370,362,217 2,389,557
（

１．高等学校等就学支援金交付金

（

２．高等学校等就学支援金事務費交付金　

（

３．公立高等学校授業料不徴収交付金

13,127,444 16,266,745 3,139,301

2,577,118 3,755,650 1,178,532

（

１．スクールソーシャルワーカーの配置拡充

（

２．地域未来塾による学習支援の充実

　　　　 【生涯学習政策局に計上】

（

３．高校生等の就職・就学支援等

（

（

3,740

616,293

473,559 ）

1,642,706

268,995 ）

535,383

552,802 ）

１６．

972,007 ）

20,000

高等学校等就学支援金交付
金等

１４．

362,693,138 ）

１５．

）

5,057

私立中学校等に通う児童生
徒への授業料負担の軽減

）

４．在外教育施設教員派遣事業等及び海外子女
　　教育の推進

20,392,196

231,119 ）

208,048

462,867

186,823 ）

19,295,339

741,034 ）

1,516,293

1,051,838 ）

1,102,132

１２． 初等中等教育段階における
グローバルな視点に立って
活躍する人材の育成

11,553 ）

１．我が国の伝統・文化教育の充実に係る調査
　　研究

11,593

１１． 少子化に対応した活力ある
学校教育の推進 36,570 ）

１．少子化・人口減少社会に対応した活力ある
　　学校教育推進事業

52,863

651,165 ）

2,520,821 ）

2,520,821

4,626,934

4,628,357 ）

１３．

　（２）補習等のための指導員等派遣事業
　　　　（高等学校分）（再掲）

537,148

学校をプラットフォームとした
総合的な子供の貧困対策の
推進

79,243 ）

　（１）多様な学習を支援する高等学校の推進事業
       　経費

79,145

高校生等奨学給付金の充実

365,715,283

説明資料１１ 参照

説明資料１２ 参照

説明資料１３ 参照

説明資料１４ 参照

説明資料１５ 参照

説明資料１６ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

平成２９年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考

（

４．要保護児童生徒援助費補助

（参考） （

　被災児童生徒就学支援等事業（熊本地震対応分）

7,987,600 6,524,228 △ 1,463,372 被災児童生徒就学支援等事業

125,297 460,079 334,782

（
　地域とともにある学校づくりの推進

（参考） （

　１．コミュニティ・スクール導入等促進事業

　　【生涯学習政策局に計上】

（

　２．地域提案型の学校を核とした地域魅力化事業

　　【生涯学習政策局に計上】

義務教育教科書の無償給与 41,089,600 42,401,969 1,312,369

（

　義務教育教科書購入費

１８．

41,089,600 ）

160,197 ）

42,401,969

230,253

10,538 ）

10,531

１７． 地域とともにある学校づくり
の推進 125,297 ）

460,079

783,314 ）

961,268

1,075,109

0 ）

（参考）復興特別会計

説明資料１８ 参照

説明資料１７ 参照
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１．「次世代の学校」創生のための指導体制強化等

(前 年 度 予 算 額 1,533,739百万円）

平成29年度要求・要望額 1,526,318百万円

〔参 考 ： 復 興 特 別 会 計 2,143百万円〕

１．要求要旨

「社会に開かれた教育課程」を実現し、複雑・困難化する教育課題に対応する「次

世代の学校」の創生に必要不可欠な教職員の配置充実や資質能力の向上を図る。

２．内 容

【「次世代の学校」指導体制実現構想 (義務教育費国庫負担金) 】

1,518,472百万円（1,527,058百万円）

・ 「経済・財政再生計画」を踏まえ、少子化の進展、学校の規模適正化の動向、

学校の課題に関する客観的データ、実証研究の進展、地方自治体の政策ニーズ等

を踏まえた予算の裏付けのある教職員定数の中期見通しを策定。(平成29～38年度

までの10ヶ年構想）

・ 「社会に開かれた教育課程」を実現し、複雑・困難化する教育課題に対応する

「次世代の学校」の創生に必要不可欠な教職員の配置充実を図る。

・ 特に、「一億総活躍社会」の実現に向けて、「通級による指導」や外国人児童生

徒等に対する特別な指導に必要な教員について、対象児童生徒数に応じた基礎定

数による措置へ転換し、指導体制を安定的に確保する。【義務標準法の改正】

（Ⅰ）教職員定数の改善（3,060人・＋65億円)

１．学習指導要領改訂による「社会に開かれた教育課程」の実現 580人

①小学校専科指導（外国語・理科・体育など）の充実 ： 330人

②主体的・対話的で深い学びの充実

（「アクティブ・ラーニング」の視点からの授業改善） ： 250人

２．多様な子供たち一人一人の状況に応じた教育 2,030人

①発達障害等の児童生徒への「通級による指導」の充実 ： 890人

②外国人児童生徒等教育の充実 ： 190人

③貧困等に起因する学力課題の解消 ： 400人

④いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化 ： 400人

⑤統合校・小規模校への支援 ： 150人

３．「次世代の学校・地域」創生プランの推進 450人

①教員の質の向上に向けた指導教諭の配置促進 ： 50人

②「チーム学校」の実現に向けた次世代の学校指導体制の

基盤整備（学校事務職員、養護教諭、栄養教諭等） ： 300人

③提案型「先導的実践加配制度」の創設 ： 100人

（全国的な教育課題の解決に寄与する先導的な教育政策の実証研究を促進）
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（Ⅱ）教員給与の改善（＋3億円)

部活動指導業務手当の改善 3,000円→3,600円（平成30年1月～） 等

・ メリハリある給与体系の推進や部活動指導に対する教員の負担の実態等を考

慮し、休養日の設定など部活動の適正化に向けた取組を進めつつ、土日の部活

動指導業務に係る手当を引き上げ。

（Ⅲ）教職員定数の自然減（▲3,100人・▲67億円）

（Ⅳ）教職員の若返り等による給与減（▲87億円）

（参考：復興特別会計)

○被災した児童生徒のための学習支援として1,000人(前年同)の加配措置

〔2,143百万円（2,165百万円）〕

≪関連施策≫

・教育政策に関する実証研究 127百万円（46百万円）

有識者や意欲ある自治体の協力を得つつ、時代の変化に対応した新しい教育へ

の取組、いじめ・不登校、子供の貧困等の学校の課題に関する状況や、それらの

課題に対応するための指導体制の在り方など、教育政策の効果を評価する実証研

究を実施。

【これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上 】

2,014百万円( 1,820百万円)

新しい教育課題に対応した教員研修の充実と大学における教員養成の改革

（Ⅰ）教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業

１．教職課程コアカリキュラムの策定

２．教員の資質能力向上事業

①教師塾の普及・推進

②初任者研修の効果的な事例の普及・推進

③研修の一体的改革推進

④大学と連携した研修の単位化推進

３．民間教育事業者との連携による教員の資質能力向上事業

４．教員養成改革推進事業

①新たな教育課題の必修化への対応

②教職課程における質保証の取組

③教員の学びの継続による専修免許状取得プログラムの開発

④教科教育モデルコアカリキュラムの策定
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（Ⅱ）独立行政法人教員研修センターの機能強化

１．独立行政法人教員研修センター運営費交付金

・教職員の養成･採用･研修の中核拠点創設に向けた専任教員体制の整備

・教職員養成･採用･研修の改善に資する研究開発プロジェクトの実施

・地方創生のためのネットワーク構築に資する研修プログラムの提供

・オンライン関係設備機器の更新 等

２．独立行政法人教員研修センター施設整備費補助金

（Ⅲ）教員・学習に関する国際調査等

ＯＥＣＤが実施する国際教員指導環境調査（TALIS）の第３回調査(平成30年度

調査予定)に参加し、学校運営の改善や教員の質の向上等の政策立案に資するデー

タを収集。

（Ⅳ）現職教員の新たな免許取得や更新等

①現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業

②大学における教員の現職教育への支援

③教員資格認定試験

≪関連施策≫

・特別支援教育に関する教職員等の資質向上事業

・小学校英語教科化に向けた専門性向上のための講習の開発・実施

等

【多彩な人材の参画による学校の教育力向上】

～補習等のための指導員等派遣事業～ 5,371百万円( 4,736百万円)

退職教職員や教員志望の大学生など多彩な人材をサポートスタッフとして学校に

配置（11,500人→13,000人）〔補助率１／３〕

《具体例》

・補充学習、発展的な学習への対応

・小学校における英語指導対応

・教材開発・作成などの補助

・臨時教員等経験の浅い教員に対する指導・助言

・体験活動の実施・計画時における指導・助言

・中学校における部活動指導支援

・高等学校における進路選択への支援、キャリア教育支援

・教員の授業準備や配布物等準備作業、連絡調整等の業務の補助 等
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【学校現場における業務改善加速事業】
460百万円（ 125百万円）

教員の担うべき業務に専念できる環境を確保し、長時間労働という働き方を改

善することで、子供と向き合う時間を確保するため、国・教育委員会（都道府県

・市町村）・学校が有機的に連携し、一体的・総合的に業務改善を推進する取組を

実施する。

・業務改善加速のための実践研究

（業務改善に集中的に取り組むモデル自治体において、各学校における勤務

時間管理の徹底をはじめ、教員の業務の見直し、意識改革のための研修等、

業務改善の取組を強力に推進）

・業務改善アドバイザーの派遣

・長時間労働是正のためのキャンペーンの実施 等

≪学校現場における業務の適正化の推進のための関連施策≫

・社会的課題に対応するための学校給食の活用事業（給食費会計業務の負担軽減等）

・ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業

・運動部活動の在り方に関する調査研究事業

・学校経営におけるタイムマネジメントに関する調査研究事業(研修プログラム

開発事業)※独立行政法人教員研修センター運営費交付金の内数
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※ 厳しい財政状況を勘案し、真に必要
性の高い事項に限定することにより、
国民に追加的な財政負担を求めないよう
に最大限努める。

「次世代の学校」指導体制実現構想（平成29～38年度までの10ヶ年計画）

１．学習指導要領改訂による「社会に開かれた教育課程」の実現

①小学校専科指導（外国語・理科・体育など）の充実 330人≪1,260人≫

②主体的･対話的で深い学びの充実(｢ｱｸﾃｨﾌﾞ･ﾗｰﾆﾝｸﾞ｣の視点からの授業改善) 250人≪6,900人≫

２．多様な子供たち一人一人の状況に応じた教育

③貧困等に起因する学力課題の解消 400人≪1,000人≫

①、②は、基礎定数化(対象児童生徒数に応じた算定)により、安定的・計画的な教員採用・配置を促進

④いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化 400人≪1,850人≫

①教員の質の向上に向けた指導教諭の配置促進 50人 ≪200人≫

②「チーム学校」の実現に向けた次世代の学校指導体制の基盤整備 300人≪6,450人≫
・学校事務職員 ・養護教諭 ・栄養教諭等

③提案型「先導的実践加配制度」の創設 100人 ≪300人≫
・全国的な教育課題の解決に寄与する先導的な教育政策の実証研究を促進

①発達障害等の児童生徒への「通級による指導」の充実 基礎定数化 890人≪8,900人≫

②外国人児童生徒等教育の充実 基礎定数化 190人≪1,900人≫

《義務教育費国庫負担金》
平成29年度要求額：1兆5,185億円(対前年度 ▲86億円)
《義務教育費国庫負担金》
平成29年度要求額：1兆5,185億円(対前年度 ▲86億円)
・教職員定数の改善 ＋65億円（＋3,060人）
・教職員定数の自然減 ▲67億円（▲3,100人）
・メリハリある給与体系の推進 ＋3億円
・教職員の若返り等による給与減 ▲87億円

（参考）被災した児童生徒のための学習支援として
前年同（1,000人）で要求【復興特別会計】

☆教員給与の改善

メリハリある給与体系の推進や部活動指導に対する教員の負担の実態等を考慮し、休養日の設定な
ど部活動の適正化に向けた取組を進めつつ、土日の部活動指導業務に係る手当を引き上げ

部活動指導業務手当の改善：3,000円→3,600円（H30.1～） 等

区 分 H29～H38 うちH29

定 数 改 善 ( a ) 29,760 3,060

自 然 減 ( b ) ▲ 45,400 ▲ 3,100

差し引き増減（ a＋ b ） ▲ 15,640 ▲ 40

■今後の教職員定数の見通し

≪ ≫内はH38年度までの改善予定数

３．「次世代の学校・地域」創生プランの推進

「社会に開かれた教育課程」を実現し、複雑・困難化する教育課題に対応する「次世代
の学校」の創生に必要不可欠な教職員の配置充実を図る。

特に、「一億総活躍社会」の実現に向けて、「通級による指導」や外国人児童生徒等へ
の特別な指導に必要な教員について、対象児童生徒数に応じた基礎定数による措置へ転換
し、指導体制を安定的に確保する。【義務標準法の改正】

⑤統合校・小規模校への支援 150人≪1,000人≫

「経済・財政再生計画」を踏まえ、少子化の進展、学校の規模適正化の動向、学校の課題に関する客観的データ、
実証研究の進展、地方自治体の政策ニーズ等を踏まえた予算の裏付けのある教職員定数の中期見通しを策定

☆教職員定数の改善 3,060人≪29,760人≫
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教
育
政
策
に
関
す
る
実
証
研
究 平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
：
１
２
７
百
万
円

（
対
前
年
度
８
１
百
万
円
増
）

○
教
育
政
策
に
つ
い
て
、
エ
ビ
デ
ン
ス
を
活
用
し
た
政
策
立
案
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
は
重
要
。

○
有
識
者
や
意
欲
あ
る
自
治
体
の
協
力
を
得
つ
つ
、
時
代
の
変
化
に
対
応
し
た
新
し
い
教
育
へ
の
取
組
、
い
じ
め
・
不

登
校
、
子
供
の
貧
困
等
の
学
校
の
課
題
に
関
す
る
状
況
や
、
そ
れ
ら
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
の
指
導
体
制
の
在
り

方
な
ど
、
教
育
政
策
の
効
果
を
評
価
す
る
実
証
研
究
を
実
施
。

○
中
期
と
短
期
の
研
究
を
組
み
合
わ
せ
、
得
ら
れ
た
成
果
は
随
時
政
策
立
案
に
活
用
。

国
委
託

委
託

大
学
、
調
査

研
究
機
関
等

有
識
者
委
員
会

•教
育
政
策
に
関
す
る
実
証
研
究
の
方
針
、
枠
組
み
の
検
証

•各
実
証
研
究
の
助
言
、
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

•各
実
証
研
究
か
ら
得
ら
れ
る
知
見
の
と
り
ま
と
め

教
育
の
目
的
の
多
面
性
と
教
育
の
手
段
の
多
様
性
を
踏
ま
え
て
、
政
策
の
持
つ
多
義
的
な
効
果
を
総
合
的
に
評
価
。
学

校
・
教
育
環
境
に
関
す
る
デ
ー
タ
や
教
育
政
策
の
成
果
及
び
費
用
、
背
景
に
あ
る
環
境
要
因
、
地
方
自
治
体
の
政
策
ニ
ー

ズ
を
総
合
的
に
考
慮
し
た
政
策
形
成
に
取
り
組
む
。

教
育
の
目
的
の
多
面
性
と
教
育
の
手
段
の
多
様
性
を
踏
ま
え
て
、
政
策
の
持
つ
多
義
的
な
効
果
を
総
合
的
に
評
価
。
学

校
・
教
育
環
境
に
関
す
る
デ
ー
タ
や
教
育
政
策
の
成
果
及
び
費
用
、
背
景
に
あ
る
環
境
要
因
、
地
方
自
治
体
の
政
策
ニ
ー

ズ
を
総
合
的
に
考
慮
し
た
政
策
形
成
に
取
り
組
む
。

○
機
関
数

３
機
関

→
１
０
機
関

○
継
続
し
て
実
施
す
る
課
題

・
高
い
成
果
を
上
げ
て
い
る
地
域
・
学
校
の
取
組
・
教
育
環
境
の
分
析

・
教
員
実
態
調
査
（
教
職
の
労
働
負
荷
に
関
す
る
研
究
を
含
む
。
）

・
IC
T
を
活
用
し
た
業
務
改
善
に
つ
い
て
の
調
査

※
こ
の
他
、
国
立
教
育
政
策
研
究
所
予
算
に
お
い
て

・
学
級
規
模
等
の
影
響
・
効
果
（
学
力
、
非
認
知
能
力
等
）

・
加
配
教
員
・
専
門
ス
タ
ッ
フ
配
置
の
効
果
分
析

に
関
す
る
実
証
研
究
を
実
施
。

○
追
加
的
に
実
施
す
べ
き
研
究
の
視
点
（
例
）

・
2
0
人
程
度
の
少
人
数
学
級
に
お
け
る
教
育
効
果
の
研
究

・
特
定
教
科
に
お
け
る
指
導
体
制
・
方
法
と
教
育
効
果
の
関
係
に
関
す
る
研
究

・
学
校
教
育
分
野
に
お
け
る
経
時
的
調
査
実
施
に
向
け
た
基
盤
研
究

な
ど

実
施
体
制

実
施
体
制
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こ
れ
か
ら
の
学
校
教
育
を
担
う
教
員
の
資
質
能
力
の
向
上

こ
れ
か
ら
の
学
校
教
育
を
担
う
教
員
の
資
質
能
力
の
向
上

○
平
成
２
７
年
１
２
月
の
中
教
審
答
申
を
踏
ま
え
、
教
員
の
養
成
・採
用
・
研

修
を
通
じ
た
一
体
的
な
改
革
に
資
す
る
取
組
を
推
進

（
１
）
国
に
お
い
て
教
職
課
程
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
策
定

（
２
）
都
道
府
県
や
大
学
等
に
以
下
の
事
業
を
委
託

【
教
員
の
資
質
能
力
向
上
事
業
】

①
教
師
塾
の
普
及
・
推
進

②
初
任
者
研
修
の
効
果
的
な
事
例
の
普
及
・
推
進

③
研
修
の
一
体
的
改
革
推
進

④
大
学
と
連
携
し
た
研
修
の
単
位
化
推
進

【
民
間
教
育
事
業
者
と
の
連
携
に
よ
る
教
員
の
資
質
能
力
向
上
事
業
】

【
教
員
養
成
改
革
推
進
事
業
】

①
新
た
な
教
育
課
題
の
必
修
化
へ
の
対
応

②
教
職
課
程
に
お
け
る
質
保
証
の
取
組

③
教
員
の
学
び
の
継
続
に
よ
る
専
修
免
許
状
取
得
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

④
教
科
教
育
モ
デ
ル
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
策
定

１
．
教
員
の
養
成
・
採
用
・
研
修
の
一
体
的
改
革
推
進
事
業

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
１
４
７
百
万
円
（
新
規
）

１
．
教
員
の
養
成
・
採
用
・
研
修
の
一
体
的
改
革
推
進
事
業

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
１
４
７
百
万
円
（
新
規
）

２
．
（
独
）
教
員
研
修
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

運
営
費
交
付
金

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
１
，
３
６
３
百
万
円
（１
，
１
６
９
百
万
円
）

施
設
整
備
費
補
助
金

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額

２
２
５
百
万
円
（
１
０
６
百
万
円
）

２
．
（
独
）
教
員
研
修
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

運
営
費
交
付
金

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
１
，
３
６
３
百
万
円
（１
，
１
６
９
百
万
円
）

施
設
整
備
費
補
助
金

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額

２
２
５
百
万
円
（
１
０
６
百
万
円
）

○
教
職
員
の
養
成
・採
用
・研
修
の
中
核
拠
点
の
創
設
に
向
け
、
そ

の
事
業
の
運
営
に
要
す
る
経
費
を
計
上

①
教
職
員
の
養
成
･採
用
･研
修
の
中
核
拠
点
創
設
に
向
け
た
専
任

教
員
体
制
の
整
備

②
教
職
員
養
成
･採
用
･研
修
の
改
善
に
資
す
る
研
究
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
実
施

③
地
方
創
生
の
た
め
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
資
す
る
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
提
供

④
オ
ン
ラ
イ
ン
関
係
設
備
機
器
の
更
新

※
上
記
と
併
せ
、
第
５
期
中
期
目
標
・
中
期
計
画
（

H2
8年
度
～

H3
2年
度
）
の
策

定
に
あ
わ
せ
た
運
営
費
交
付
金
及
び
施
設
営
繕
計
画
に
基
づ
く
施
設
整
備
費
補

助
金
の
要
求

○
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
実
施
す
る
Ｔ
Ａ
Ｌ
ＩＳ
（国
際
教
員
指
導
環
境
調
査
）の
次
回
第
３

回
調
査
（
平
成
３
０
年
度
調
査
予
定
）に
参
加
す
る
と
と
も
に
、
ビ
デ
オ
調
査

等
の
新
た
な
調
査
へ
の
参
加
に
向
け
た
必
要
経
費
。

３
．
教
員
・
学
習
に
関
す
る
国
際
調
査
等

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
５
１
百
万
円
（
１
４
０
百
万
円
）

３
．
教
員
・
学
習
に
関
す
る
国
際
調
査
等

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
５
１
百
万
円
（
１
４
０
百
万
円
）

４
．
現
職
教
員
の
新
た
な
免
許
取
得
や
更
新
等

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
２
２
８
百
万
円
（
２
８
２
百
万
円
）

４
．
現
職
教
員
の
新
た
な
免
許
取
得
や
更
新
等

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
２
２
８
百
万
円
（
２
８
２
百
万
円
）

①
現
職
教
員
の
新
た
な
免
許
状
取
得
を
促
進
す
る
講
習
等
開
発
事
業

②
大
学
に
お
け
る
教
員
の
現
職
教
育
へ
の
支
援

③
教
員
資
格
認
定
試
験

平
成
２
９
年
度
概
算
要
求
額
２
，
０
１
４
百
万
円
（
１
，
８
２
０
百
万
円
）
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○
教
材
の
開
発
・
作
成
な
ど
の
サ
ポ
ー
ト

○
教
員
の
授
業
準
備
・
連
絡
調
整
等
の
業
務
補
助

○
校
長
経
験
者
に
よ
る
新
人
教
員
へ
の
授
業
指
導

○
子
供
の
体
験
活
動
の
実
施
へ
の
支
援

○
中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
支
援

≪
事
業
の
概
要
≫

○
平
成
２
９
年
度
要
求
：
１
３
，
０
０
０
人

(義
務
教
育
諸
学
校
分
：
１
１

,７
０
０
人
、
高
等
学
校
分
：
１
，
３
０
０
人

)
○
都
道
府
県
・
政
令
市
が
実
施
す
る
下
記
の
よ
う
な
取
組
を
行
う
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ

(非
常
勤

)の
配
置
事
業
に
要
す
る
経
費
の
１
／
３
以
内
を
補
助

多
彩
な
人
材
の
参
画
に
よ
る
学
校
の
教
育
力
向
上

～
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
～ 《
平
成
2
9
年
度
要
求
額
：
５
４
億
円
対
前
年
度
６
億
円
増
》

学
校
生
活
適
応
へ
の
支
援

○
不
登
校
・
中
途
退
学
へ
の
対
応

⇒
不
登
校
の
児
童
生
徒
宅
へ
の
家
庭
訪
問

⇒
保
健
室
登
校
の
児
童
生
徒
に
対
す
る
補
習
授
業
や
教
育
相
談

○
い
じ
め
へ
の
対
応

⇒
い
じ
め
に
悩
む
児
童
生
徒
の
相
談
対
応

等

多
彩
な
人
材
（
退
職
教
職
員
、
教
員
志
望
の
大
学
生
な
ど
）
が
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
学
校
の
教
育
活
動
に
参
画
す
る
取
組
を
支
援

多
彩
な
人
材
（
退
職
教
職
員
、
教
員
志
望
の
大
学
生
な
ど
）
が
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
学
校
の
教
育
活
動
に
参
画
す
る
取
組
を
支
援

そ
の
他

（
教
員
業
務
支
援
、
教
員
の
指
導
力
向
上
等
）

児
童
生
徒
の
学
習
サ
ポ
ー
ト

○
補
習
や
発
展
的
な
学
習
へ
の
対
応

⇒
理
解
が
十
分
で
な
い
児
童
生
徒
へ
の
放
課
後
な
ど
を

使
っ
た
補
習
授
業

⇒
習
熟
度
別
少
人
数
指
導
、
テ
ィ
ー
ム
テ
ィ
ー
チ
ン
グ

な
ど
、
理
解
度
に
差
の
つ
き
や
す
い
授
業
に
加
わ
り
、

サ
ポ
ー
ト

○
小
学
校
に
お
け
る
英
語
指
導
へ
の
対
応

⇒
専
門
性
が
高
い
非
常
勤
講
師
や
英
語
が
堪
能
な
人
材

が
授
業
を
支
援

○
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
学
力
向
上
へ
の
取
組

⇒
日
本
語
を
上
手
に
話
せ
な
い
児
童
生
徒
へ
の
指
導
、

国
語
等
の
教
科
を
理
解
で
き
る
よ
う
サ
ポ
ー
ト
等

進
路
指
導
・
キ
ャ
リ
ア
教
育

○
キ
ャ
リ
ア
教
育
支
援

⇒
地
元
企
業
で
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
実
施
の
た
め
の

連
絡
調
整

○
就
職
支
援

⇒
地
元
の
企
業
と
の
連
携
や
、
新
規
の

就
職
先
の
開
拓

等

教
員
に
加
え
て
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
が
い

て
く
れ
る
こ
と
で
、
生
徒
一
人
一
人
に

あ
っ
た
き
め
細
か
な
対
応
が
可
能
に

教
員
と
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
の

連
携
に
よ
り
、
学
校
教
育
活
動

が
一
層
充
実
！
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■
重
点
モ
デ
ル
地
域
を
指
定
し
、
教
職
員
や
業
務
ア
シ
ス
タ
ン
ト
等
の
配
置
な
ど
に
よ
り
業
務
改
善
の
加
速
に
つ
い
て
の
実
践
研
究
を
実
施

■
勤
務
状
況
の
改
善
の
成
果
を
明
ら
か
に
し
、
具
体
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
や
成
果
を
分
析
、
広
く
全
国
に
発
信
・
普
及

■
業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
に
よ
る
指
導

助
言
（
2
0
名
程
度
）

■
先
進
モ
デ
ル
の
横
展
開

■
業
務
改
善
の
取
組
の

継
続
し
た
フ
ォ
ロ
ー

長
時
間
労
働
是
正
の
た
め
の
周
知
・
啓
発
を
行
い
、

全
国
的
な
気
運
を
情
勢

・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催

・
各
種
広
報
媒
体
等
に
よ
る
普
及
啓
発

・
実
践
事
例
集
の
作
成
等

■
研
究
機
関
等
に
よ
る
業
務
改
善
の
推
進
に
資
す

る
基
礎
的
調
査
研
究
を
実
施

学
校
現
場
に
お
け
る
業
務
改
善
加
速
事
業

2
9
年
度
要
求
額
４
．
６
億
円

（
2
8
年
度
予
算
額

１
．
０
億
円
）

教
員
の
担
う
べ
き
業
務
に
専
念
で
き
る
環
境
を
確
保
し
長
時
間
労
働
と
い
う
働
き
方
を
改
善
す
る
こ
と
で
、
子
供
と
向
き
合
う
時
間
を
確
保
す
る
必
要

が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
国
、
教
育
委
員
会
（
都
道
府
県
・
市
町
村
）
、
学
校
が
有
機
的
に
連
携
し
、
一
体
的
・
総
合
的
に
業
務
改
善
を
推
進
す
る
。

長
時
間
労
働
是
正
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施

業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド

業
務
改
善
の
基
礎
的
調
査
研
究
の
実
施

都
道
府
県
と
し
て
域
内
の
学
校
の
業
務
改
善
に
取
り
組
む
と
と
も

に
、
市
町
村
と
連
携
し
て
業
務
改
善
を
加
速
す
る
た
め
の
体
制
を

構
築
し
、
成
果
を
県
下
に
波
及

都
道
府
県
・
政
令
市

市
町
村
（
政
令
市
含
む
）

取 組 内 容 例

■
重
点
モ
デ
ル
地
域
に
対
す
る
教
職
員
や
業
務
ア
シ
ス
タ
ン

ト
等
の
配
置

■
県
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
（
Ｋ
Ｐ
Ｉ
含
む
）
を
策
定

■
県
下
の
業
務
改
善
促
進
の
た
め
の
協
議
会
の
開
催

■
教
職
員
の
意
識
改
革
の
た
め
の
研
修
の
実
施

■
取
組
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
実
施
、
指
導
・
助
言
・
援
助

■
事
業
成
果
と
し
て
Ｋ
Ｐ
Ｉ
の
達
成
状
況
等
を
フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク

（
例
）
総
勤
務
時
間
や
事
務
・
部
活
動
時
間
等
の
変
化

負
担
感
の
変
化

創
出
し
た
時
間
に
よ
る
教
育
面
の
充
実
度

等

管
下
全
域
で
集
中
的
に
業
務
改
善
を
推
進

取 組 内 容 例

■
自
治
体
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
（
Ｋ
Ｐ
Ｉ
含
む
）
を
策
定

■
業
務
改
善
の
取
組
の
実
施

・
教
員
の
行
う
業
務
の
明
確
化

・
部
活
動
に
関
す
る
休
養
日
の
明
確
な
設
定

・
時
間
管
理
の
徹
底
、
研
修
の
実
施

等
■
取
組
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
実
施
、
指
導
・
助
言
・
援
助

■
勤
務
状
況
の
改
善
の
成
果
を
分
析

・
勤
務
時
間
や
負
担
感
の
変
化
、
創
出
し
た
時
間
に
よ
る

教
育
面
で
の
効
果
等
、
勤
務
状
況
の
改
善
の
成
果
を
分
析

■
事
業
成
果
と
し
て
Ｋ
Ｐ
Ｉ
の
達
成
状
況
等
を
フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク

地
域
指
定

委
託

業
務
改
善
加
速
の
た
め
の
実
践
研
究
事
業
の
実
施

文
部
科
学
省
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２．教育課程の充実

(前 年 度 予 算 額 2,949百万円）
平成29年度要求・要望額 4,320百万円

１．要求要旨

これからの時代に求められる資質・能力を育成する観点から、学習指導要領改

訂等を着実に行うとともに、その理念を実現するため、教員の資質・能力向上方

策とも連携しながら、「アクティブ・ラーニング」の視点からの学習・指導方法

の改善、高校生の基礎学力定着に向けた取組、理数教育の充実、現代的な課題に

対応するための取組などを推進し、初等中等教育の教育課程の充実を図る。

２．内 容

○学習指導要領等の改訂及び主体的・対話的で深い学びの推進

981百万円(573百万円)

学習指導要領の改訂や解説書の作成、周知・徹底等を着実に実施するとともに、

改訂の方向性を踏まえ、主体的・対話的で深い学びの実現（「アクティブ・ラーニ

ング」の視点からの授業改善）に係る実践の共有・展開等を図る。

○次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する先導的研究開発

83百万円（83百万円）

今後の教育課程の基準の改善等に資する実証的資料を得るため、現行の学習指導

要領等によらない教育課程の編成・実施を認める研究開発学校を指定し、新しい教

育課程、指導方法等についての研究開発を実施する。

○高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善のための研究開発事業

288百万円（109百万円）

「高等学校基礎学力テスト（仮称）」の導入に向けて、学習指導体制や教材開発

等とともに、試行実施に向けてのフィージビリティを確認するためのプレテストの

実施等を行う。

○理数教育の充実のための総合的な支援等 2,389百万円(2,037百万円)

観察・実験に係る理科設備の充実を図るとともに、教員にとって負担の大きい実

験の準備・調整等の業務を軽減し、観察・実験の指導に注力できる体制等を整備

する。

○現代的課題に対応した教育の充実 106百万円(108百万円)

現代的な課題に対応した資質・能力を子供たちに育むため、環境教育、社会参加

等に関する教育の充実に関する取組を実施する。
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○小学校におけるカリキュラム・マネジメントの在り方に関する研究

53百万円( 新 規 )

中央教育審議会における審議を踏まえ、小学校段階における授業時間数増に伴う

弾力的な時間編成の在り方や教育効果を高めるための指導計画・教材等の在り方に

ついて実践的な研究を行い、その成果を普及し、各学校の実情に応じたカリキュラ

ム・マネジメントを支援する。

○高等学校における総合的な学習の時間の抜本的改善・充実

198百万円( 新 規 )

高等学校における「総合的な学習の時間」が、より探究的な時間となるよう検討

が進められている「総合的な探究の時間（仮称）」において、育成を目指す資質・

能力を確実に身に付けることができるよう必要な教材を作成・配布し、各学校にお

ける指導の抜本的改善・充実を図る。

○「キャリア・パスポート（仮称）」普及・定着事業【再掲】

41百万円( 新 規 )

児童生徒が自らの学習活動等の学びのプロセスを記述し振り返ることを通して、

自己のキャリア形成に生かす「キャリア・パスポート（仮称）」の導入に向け、そ

の活用方法等についての調査研究を実施する。

○特別支援学校学習指導要領等の改訂【再掲】 66百万円(18百万円)

学習指導要領の改訂や解説書の作成、周知・徹底等を着実に実施する。

○幼稚園教育要領の普及・啓発【再掲】 116百万円(22百万円)

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切な教育課程を編成、実施する上での

参考資料を作成するとともに、新幼稚園教育要領の改訂の趣旨や理念等について周

知・徹底を図る。

※上記のほか、教育課程の充実の観点から「小・中・高等学校を通じた英語教育強化事

業」を実施（1,516百万円）

小・中・高等学校を通じた英語教育の強化のため、学習指導要領改訂等に向けた新

教材の開発・整備、先進的な取組の支援や教員の指導力・専門性向上のための事業を

行うとともに、生徒の英語力調査などの取組を実施する。

・小学校の新たな外国語教育における新教材の開発・整備 小学校中学年・高学年用

・外部試験団体と連携した英語力調査事業 中学生５万人、高校生４万５千人

・中学校・高等学校における英語教育の抜本的改善のための指導方法等に関する実

証研究 ３機関

・外部専門機関と連携した英語指導力向上事業 １機関＋47県市

・小学校英語教科化に向けた専門性向上のための講習の開発・実施 47機関

・外国語教育強化地域拠点事業 英語25件＋多言語６件（中、韓･朝、仏、独、西、露等）
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教育課程の充実

＜平成29年度要求額： 83百万円＞

今後の教育課程の基準の改善等に資する実証的
資料を得るため、現行の学習指導要領等によら
ない教育課程の編成・実施を認める研究開発学
校を指定し、新しい教育課程、指導方法等につ
いての研究開発を実施。

次代を見据えた教育課程・指導方法
等に関する先導的研究開発

＜平成29年度要求額： 288百万円＞
「高等学校基礎学力テスト（仮称）」の導入に向
けて、学習指導体制や教材開発等とともに、試行
実施に向けてのフィージビリティを確認するため
のプロテストの実施等。

高校生の基礎学力の定着に向けた学習
改善のための研究開発事業

＜平成29年度要求額： 2,389百万円＞

理数教育の充実のための総合的な支
援等

＜平成29年度要求額 ： 106百万円＞

現代的な課題に対応した資質・能力を子供たち
に育むため、環境教育、社会参画等に関する教
育の充実に関する取組を実施。

現代的な課題に対応した教育の充実

学習指導要領（特別支援学校含む）・幼稚園教育要領の改訂や解説書の作成、周知・徹底
等を着実に実施するとともに、改訂の方向性を踏まえ、主体的・対話的で深い学びの実現
（「アクティブ・ラーニング」の視点からの授業改善）に係る実践の共有・展開等。

学習指導要領等の改訂及び主体的・対話的で深い学びの推進

＜平成2９年度要求額： 1,163百万円 ＞

平成２9年度要求額：4,320百万円
（平成２8年度予算額：2,949百万円）

＜概要＞
これからの時代に求められる資質・能力を育成する観点から、学習指導要領改訂

等を着実に行うとともに、その理念を実現するため、教員の資質・能力向上方策と
も連携しながら、「アクティブ・ラーニング」の視点からの学習・指導方法の改善、
高校生の基礎学力定着に向けた取組、理数教育の充実、現代的な課題に対応するた
めの取組などを推進。

初等中等教育の教育課程の一層の充実

観察・実験に係る理科設備の充実を図るとと
もに、教員にとって負担の大きい実験の準備
・調整等の業務を軽減し、観察・実験の指導
に注力できる体制等を整備。

＜平成29年度要求額： 53百万円(新規)＞

小学校におけるカリキュラム・マネジ
メントの在り方に関する研究

小学校段階における授業時間数増に伴う弾力
的な時間編成の在り方や教育効果を高めるた
めの指導計画・教材等の在り方について実践
的な研究を行い、その成果を普及。

＜平成29年度要求額： 198百万円(新規)＞

高等学校における総合的な学習の時間の抜
本的改善・充実

より探究的な時間となるよう位置付けが検討さ
れている高等学校の「総合的な学習の時間」に
おいて、育成を目指す資質・能力を確実に身に
付けるために必要な教材を作成・配布し、指導
の抜本的改善・充実。

＜平成29年度要求額 ： 41百万円(新規)＞

児童生徒が自らの学習活動等の学びのプロセスを
記述し振り返ることを通して、自己のキャリア形
成に生かす「キャリア・パスポート(仮称)の導入
に向け、その活用方法等についての調査研究を実
施。

「キャリア・パスポート(仮称)」普及
・定着事業【再掲】

教育課程充実の観点から「小・中・高等

学校を通じた英語教育強化事業」を実施

＜平成29年度要求額：1,516百万円＞
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３．道徳教育の充実

(前 年 度 予 算 額 1,460百万円）
平成29年度要求・要望額 2,782百万円

１．要求要旨

平成27年３月に、道徳教育に係る学習指導要領等の一部改正を行い、これまで

の道徳の時間を教育課程上、「特別の教科 道徳」（以下「道徳科」という。）と

新たに位置付けるとともに、いじめの問題への対応の充実や発達の段階をより一

層踏まえた体系的なものとする観点からの内容の改善、問題解決的な学習を取り

入れるなどの指導方法の工夫を図ることなどを示した。

本改正は、道徳教育について「考える道徳」、「議論する道徳」へと質的に転換

を図るものであり、これらを踏まえた道徳の指導が着実に実施されるよう、道徳

教育用教材「私たちの道徳」を引き続き配布するとともに、改正学習指導要領の

趣旨を生かした効果的な指導を行うため研究協議会の開催等を通じた教員の指導

力向上を図る。さらに、「親子道徳の日」といった学校・家庭・地域の連携によ

る道徳教育の取組の支援等を行う。

２．内 容

○ 道徳教育の抜本的改善・充実等 2,782百万円(1,460百万円)

（１）「私たちの道徳」の配布

「私たちの道徳」を全国の中学生に配布する。

（２）アーカイブの整備

道徳科の趣旨やねらいを踏まえた効果的な指導方法に関する好事例や優れた

教材を収集し、全国的に発信する。

（３）保護者向けパンフレットの作成

学習指導要領改訂の趣旨や目的を家庭や地域と共有し、家庭・地域と連携し

た道徳科の授業の充実を図るとともに、道徳的な問題に保護者も子供も共に考

える土壌を形成する。

（４）道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援等

改訂学習指導要領を踏まえた効果的な指導方法等に係る研究協議会を開催す

るとともに、各地域の特色を生かした道徳教育を推進するため、外部講師の活

用や、郷土の伝統文化や偉人などを取り上げた地域教材の作成、「親子道徳の

日」といった学校・家庭・地域の連携による取組などを支援する。また、「心

のバリアフリー」に関する教育の推進を図る。

（５）道徳科の教科書の無償給与

平成３０年度から使用する小学校の道徳科の教科書を無償給与する。
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道徳教育用教材「私たちの道徳」を全国の中学生に配布。

改訂学習指導要領を踏まえた効果的な指導方法等に係る指導主事・教員等の研究協議会
を開催するとともに各地域の特色を生かした道徳教育を推進するため、外部講師の活用や、
郷土の歴史や偉人などを取り上げた地域教材の作成、「親子道徳の日」といった家庭・地域
との連携を強化する取組などを支援。

道徳教育に関する好事例や優れた教材を収集し、全国的に発信。

平成25年 2月 教育再生実行会議「いじめ問題等への対応について（第一次提言）」
－いじめ問題の根本的な解決に向けた道徳教育の抜本的な充実を提言

12月 「道徳教育の充実に関する懇談会」報告
－「特別の教科 道徳」（仮称）の設置等について提言

平成26年 10月 中央教育審議会から「道徳に係る教育課程の改善等について」答申
－「特別の教科 道徳」（仮称）に係る学習指導要領の具体的な在り方等
について提言

平成27年 3月 学習指導要領の一部改正等
（平成２７年度から一部又は全部を先行実施することが可能。
全面実施は小学校は平成３０年度、中学校は平成３１年度。）

道徳教育の抜本的改善・充実道徳教育の抜本的改善・充実

背景

平成29年度要求額 ：27．8億円 平成28年度予算額：14．6億円平成29年度要求額 ：27．8億円 平成28年度予算額：14．6億円

① 「私たちの道徳」の配布 ２．２億円

② 先進事例のアーカイブの整備 ０．６億円

④ 道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援 ７億円

学習指導要領の改訂の趣旨や目的を家庭や地域と共有し、家庭・地域と連携した道徳教育

を推進。

③ 保護者向けパンフレットの作成（新規） ２．５億円

平成３０年度から使用する小学校の道徳科の教科書を無償給与。

⑤ 道徳科の教科書の無償給与（小学校分）（新規） １５．５億円
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４．全国的な学力調査の実施

(前 年 度 予 算 額 5,259百万円）
平成29年度要求・要望額 5,985百万円

１．要求要旨

義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学

力や学習状況を把握・分析し、国・教育委員会における教育施策の成果と課題を

検証し、その改善・充実を図るとともに、学校における児童生徒への教育指導の

充実や学習状況の改善等に役立て、さらに、そのような取組を通じた教育に関す

る継続的な検証改善サイクルを確立するため、全国的な学力調査を実施する。

２．内 容

（１）平成29年度調査の実施等 3,993百万円（3,996百万円）

対象学年（小6、中3）の全児童生徒を対象に、国語、算数・数学の悉皆調査と、

抽出による保護者に対する調査を行う。

【本体調査】

調 査 日：平成29年4月18日（火）

調査対象：小学校第6学年、中学校第3学年の全児童生徒（悉皆調査）

対象教科：国語、算数・数学

（児童生徒・学校に対する質問紙調査も実施）

【保護者に対する調査】

調 査 日：平成28年5月中旬～6月下旬の期間

調査対象：調査対象として抽出した公立学校において、本体調査を受けた児

童生徒の保護者及び当該学校

【専門家による追加分析】

国、教育委員会、学校における教育施策や教育指導の一層の改善を図るた

め、学力調査を活用し、大学等の研究機関の専門的な知見を活用した高度な分

析に関する調査研究を実施する。

（２）平成30年度調査の準備 1,992百万円（1,263百万円）

平成30年度調査として、国語、算数・数学、理科を対象教科とした悉皆

調査を実施するための準備を行う。

併せて、中学校における英語の｢聞くこと｣、｢読むこと｣、｢話すこと｣、｢書

くこと｣を測るための予備調査（抽出方式）を実施するための準備を行う。

（悉皆方式による調査は平成31年度から3年に一度程度実施する。）

- 15 -



全国的な学力調査の実施
【文科省分】平成29年度予算額(案) 5,279百万円(前年度予算額 4,692百万円)
(【国研分】 平成29年度予算額(案) 706百万円(前年度予算額 567百万円))

調査の目的

国としては、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析して、教育施策の改善・充実に生かす

教育委員会としては、自治体や学校の学力水準を検証し、教育委員会の施策の改善・充実に生かす

学校としては、個々の児童生徒の学習状況を把握して指導に生かすとともに、学校全体として指導方法
の検証・改善につなげる

以上のような取組を通じて、
教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する

平成29年度調査の実施等

3,996百万円
(文部科学省：3,817百万円/国立教育政策研究所：179百万円)

【本体調査：悉皆調査】
調査日 ：平成29年4月18日（火）
調査対象：小学校第6学年・中学校第3学年の全児童生徒
調査教科：国語、算数・数学（児童生徒、学校に対する質問紙調査も実施）

【保護者に対する調査：抽出調査】※児童生徒の家庭状況等に関するアンケート調査
調査日 ：平成29年5月中旬～６月下旬の期間
調査対象：調査対象として抽出した公立学校において、本体調査を受けた児童生徒の保護者及び

当該学校（予定規模：小学校1200校・中学校800校）

【専門家による追加分析調査】
国、教育委員会、学校における教育施策や教育指導の一層の改善を図るため、学力調査を活用し、
大学等の研究機関の専門的な知見を活用した高度な分析に関する調査研究を実施

平成30年度調査の準備 1,992百万円
(文部科学省：1,451百万円/国立教育政策研究所：541百万円)

平成30年度調査において、国語、算数・数学、理科を対象教科とした悉皆方式での調査を実施する
ための準備を行う。
調査対象：小学校第6学年・中学校第3学年の全児童生徒（悉皆調査）
調査教科：国語、算数・数学、理科（児童生徒、学校に対する質問紙調査も実施）

併せて、中学校における英語の「聞くこと」、「読むこと」、「話すこと」、「書くこと」を測るための予備調査
（抽出方式）を実施するための準備を行う。
（悉皆方式による調査は平成31年度から3年に一度程度実施する）

Plan
Do

Check
Action

3,993百万円
(文部科学省：3,828百万円/国立教育政策研究所：165百万円)

継続的な検証・改善
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５．いじめ・不登校対応等の推進

(前 年 度 予 算 額 5,716百万円）

平成29年度要求・要望額 7,713百万円

１．要求要旨

「ニッポン一億総活躍プラン」、教育再生実行会議（第一次、第五次、第

九次提言）、「いじめ防止対策推進法」及び「いじめの防止等のための基本

的な方針」を踏まえ、いじめの未然防止、早期発見・早期対応、不登校への

対応、また、貧困や虐待を背景とした生徒指導上の課題への対応等のため、

従来の「いじめ対策等総合推進事業」を拡充し、地方公共団体等におけるい

じめ問題への対応、教育相談体制の整備や教育委員会・学校、関係機関等の

連携による不登校児童生徒へのきめ細かな支援体制を整備等するとともに、

夜間中学の設置促進等を図る。

２．内 容

◆ いじめ対策・不登校支援等総合推進事業 7,673百万円（ 5,715百万円）

（１）外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等

7,007百万円（ 5,679百万円）

【学校等支援】

①スクールカウンセラーの配置拡充

〔補助率１／３〕〔補助事業者：都道府県、政令指定都市〕

・全公立中学校に対するスクールカウンセラーの配置に加え、生徒指導

上、大きな課題を抱える公立中学校等においてスクールカウンセラーに

よる週５日相談体制を実施し、常時生徒が相談でき、教職員との連携が

強化できる体制を構築（200校）

・公立小学校の通常配置に加え、小中連携型配置の拡充による公立小・

中学校の相談体制の連携促進（2,500校→4,600校）

・貧困対策のための重点加配（1,000校→1,800校）

・虐待対策のための重点加配（400校）【新規】

・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のため

の配置（250箇所→1,147箇所）

・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援

※支援が必要な学校に弾力的に派遣できるよう、地域の実情に応じ、教

育委員会への配置方式も推進
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[目標]平成31年度までに、スクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配置

H29:26,000校（H28:25,500校）

（ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

②スクールソーシャルワーカーの配置拡充

〔補助率１／３〕〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕

・スクールソーシャルワーカー配置の増（3,047人→5,047人）

福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーを必要な全ての学

校で活用できるよう今後段階的に配置を拡充

小中学校のための配置（3,000人→5,000人）

高等学校のための配置（47人）

・貧困対策のための重点加配（1,000人→1,800人）

・虐待対策のための重点加配（400人）【新規】

・スーパーバイザー（47人）の配置、連絡協議会の開催・研修を通じた

質向上の取組の支援

[目標]平成31年度までに、スクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約1万人）に配置

H29:5,000人（H28:3,000人）

（ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

③24時間子供ＳＯＳダイヤル

・いじめ等を含む子供のＳＯＳを受け止めるためのフリーダイヤルの

実施

【自治体支援】

④幅広い外部専門家を活用していじめ問題等の解決に向けて調整、支援

する取組の促進等

・第三者的立場から調整・解決する取組（134地域）、外部専門家を活

用して学校を支援する取組（134地域）、インターネットを通じたいじ

め問題等に対応するための学校ネットパトロール等（10地域）への支

援 〔補助率１／３〕

・重大事態等発生時の指導助言体制の強化（現状調査や現地支援を行

うための職員を派遣）
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（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業 621百万円( 18百万円)

①自殺予防、貧困などに対する効果的な取組に関する調査研究

②脳科学・精神医学・心理学等に関する研究と学校教育の連携による調

査研究

③いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究

【新規】

④スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向

けたモデル事業【新規】

⑤不登校児童生徒へのきめ細かな支援体制の整備に向けた実践研究

【新規】

⑥不登校児童生徒を受け入れている民間団体等の自主的な取組の促進に

関する調査研究【新規】

等

≪関連施策≫

○教職員定数の増

（いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化 400人）

○道徳教育の抜本的改善・充実

○教員研修の充実（教員研修センターによるいじめ問題に関する指導者

養成）

・教員研修センターにおいて、いじめの情報共有や組織的対応を柱と

した指導者養成研修を実施

◆ 中学校夜間学級の設置促進等推進事業 40百万円( 1百万円)

一億総活躍社会の構築に向けて、夜間中学の新設や既存の夜間中学にお

ける教育機会の提供拡充に向けた調査研究等を行う。

（参考：復興特別会計）

◇緊急スクールカウンセラー等活用事業 2,701百万円( 2,701百万円)

被災した幼児児童生徒・教職員等の心のケアや、教職員・保護者等へ

の助言・援助、学校教育活動の復興支援、福祉関係機関との連携調整等

様々な課題に対応するため、スクールカウンセラー等を活用する経費を

全額国庫補助で支援。
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いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

①道徳教育の抜本的改善・充実
・「私たちの道徳」をはじめとする道徳の教材の充実、家庭・地域との連携強化などを実施

②健全育成のための体験活動の推進
・児童生徒の社会性を育む農山漁村等での体験活動の推進

①教職員定数の改善
「社会に開かれた教育課程」を実現し、複雑・困難化する教育課題に対応するための教職員定数を改善。
その中で、いじめ等の問題行動への対応として400人の定数改善を計上。

②教員研修の充実

・教員研修センターにおいて、いじめの情報共有や組織的対応を柱とした指導者養成研修の実施

【学校等の取組に対する支援】

①スクールカウンセラーの配置拡充
・全公立中学校の通常配置に加え、週５日相談体制を実施

・公立小学校の通常配置に加え、小中連携型配置の拡充による公立小中学校の相談体制の連携促進

・貧困対策・虐待対策のための重点加配

・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のための配置

・連絡協議会の開催等を通じた質向上の取組の支援

②スクールソーシャルワーカーの配置拡充

・スクールソーシャルワーカー配置の増

・貧困対策・虐待対策のための重点加配

・ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ（47人）の配置、連絡協議会の開催

・研修を通じた質向上の取組の支援

【いじめ対策、不登校支援等に対応するため、先進的調査研究を委託】

①自殺予防、貧困などに対する効果的な取組に関する調査研究
②脳科学・精神科学・心理学等に関する研究と学校教育の連携による調査研究
③学校教育における長期宿泊体験活動の導入促進に関する調査研究

④いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究【新規】
・法律の専門家である弁護士が、その専門的知識・経験に基づき、いじめの防止等の対策に関わることにより、法的側面からのいじめの

抑止、法令に基づく対応の徹底等、生徒指導上の諸課題の解決に向けた先進的な取組の開発のための調査研究

⑤スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けたモデル事業【新規】
・学校教育法等においてSC及びSSWが正規の職員として規定された場合を想定し、チーム学校の一員としてスクールカウンセラー及び

スクールソーシャルワーカーの連携の在り方、週５日配置へ向けた働き方及び学校・関係機関との連携方策について検証するための事業

⑥不登校児童生徒へのきめ細かな支援体制の整備に向けた実践研究【新規】
・教育委員会・学校を中心に、関係者間の連携の下、地域の実情に応じて、不登校児童生徒の学校外での様々な学習をきめ細かに支援

する体制の整備に向けた実践研究

⑦不登校児童生徒を受け入れている民間団体等の自主的な取組の促進に関する調査研究【新規】
・不登校児童生徒の状況に応じた支援が行われるよう、不登校児童生徒を受け入れている民間団体等の自主的な取組を促進するための

仕組み等に関する調査研究

■いじめ対策・不登校支援等推進事業

「ニッポン一億総活躍プラン」や教育再生実行会議（第一次、第五次、第九次提言）や「いじめ防止対策推進法」、「いじめの
防止等のための基本的な方針」を踏まえ、いじめの未然防止、早期発見・早期対応や教育相談体制の整備及びインターネット
を通じて行われるいじめへの対応、また子供の貧困対策に関する大綱を踏まえ、貧困を背景とした生徒指導上の課題への対
応、「チーム学校」の議論を踏まえた専門人材の配置充実、さらにいじめ問題をはじめとする生徒指導上の諸問題に対応する
ため、これまでの「いじめ対策等総合推進事業」を拡充し、地方公共団体等におけるいじめ問題等への対応や教育委員会・
学校、関係機関等の連携による不登校児童生徒へのきめ細やかな支援体制を整備する。

【自治体の取組に対する支援】

幅広い外部専門家を活用していじめ問題等の解決に向けて調整、支援する取組の促進等

・第三者的立場から調整・解決する取組、外部専門家を活用して学校を支援する取組、学校ネットパトロール等への支援

・重大事態等発生時の指導助言体制の強化（現状調査や現地支援を行うため職員を派遣）

■早期発見・早期対応 （外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等）

■未然防止 （道徳教育等の推進、体験活動の推進 ）【関連施策】

■教員研修及び教職員の指導体制整備 【関連施策】

[目標]平成31年度までに、スクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配置

H29：26,000校 （ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

[目標]平成31年度までに、スクールソーシャルワーカーを全中学校区（約１万人）に配置

H29：5,000人 （ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

※【関連施策】は含まない平成29年度概算要求額：77億円（平成28年度：57億円）
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全
公
立
中
学
校
に
対
す
る
配
置
（週
１
日
）

９
，
８
０
０
校
（９
，
８
０
０
校
）

【
３
５
週
＊
４
h＊
１
日
】

公
立
中
学
校
週
５
日
体
制
の
実
施

２
０
０
校
（

２
０
０
校
）

【
３
５
週
＊
４
h＊
５
日
】

貧
困
対
策
の
た
め
の
重
点
加
配
（週
１
日
追
加
）
１
，
８
０
０
校
（１
，
０
０
０
校
）

【
３
５
週
＊
４
h＊
１
日
】

小
学
校
に
対
す
る
配
置
（週
１
日
）

６
，
８
０
０
校
（１
０
，
５
０
０
校
）

【
３
５
週
＊
３
h＊
１
日
】

小
中
学
校
の
た
め
の
配
置

５
，
０
０
０
人
（
３
，
０
０
０
人
）

【４
８
週
＊
３
h＊
１
日
】

高
等
学
校
の
た
め
の
配
置
４
７
人
【
４
８
週
＊
３
h＊
３
日
】

＜
高
校
＞

＜
家
庭
＞

小
中
連
携
型
配
置
の
拡
充

（
週
２
日
追
加
）４
，
６
０
０
校
（２
，
５
０
０
校
）

【
３
５
週
＊
４
h＊
２
日
】

＜
教
育
委
員
会
等
＞

＜
福
祉
関
連
機
関
＞

教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
（適
応
指
導
教
室
）
の
機
能
強
化
（
週
１
日
）

１
，
１
４
７
箇
所
（
2
5
0
箇
所
）

【
３
５
週
＊
４
h＊
１
日
】

＜
中
学
校
＞

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実

－
平
成
2
9
年
度
概
算
要
求
－

[目
標
]平
成
3
1年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
全
公
立
小
中
学
校
（2
7
,5
00
校
）に
配
置

H
2
9
：
26
,0
0
0校

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

[目
標
]平
成
3
1年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
全
て
の
中
学
校
区
（約
１
万
人
）
に
配
置

H
2
9
：
5,
00
0
人

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・
多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

小
中
連
携
型
配
置
の
拡
充

４
，
６
０
０
校
（２
，
５
０
０
校
）

小
中
連
携
型
配
置
の
拡
充

４
，
６
０
０
校
（２
，
５
０
０
校
）

＜
小
学
校
＞

質
向
上
の
た
め
の
Ｓ
Ｖ
配
置

４
７
人

【
４
８
週
＊
３
h＊
５
日
】

研
修
会
・連
絡
協
議
会
の
支
援
等

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

平
成
2
9
年
度
概
算
要
求
額
5
,2
4
5
百
万
円

（
平
成
2
8
年
度
予
算
額
4
,5
2
7
百
万
円
）
補
助
率
：１
/
3

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
活
用
事
業

平
成
2
9
年
度
概
算
要
求
額
1
,6
4
3
百
万
円

（
平
成
2
8
年
度
予
算
額
9
7
2
百
万
円
）補
助
率
：１
/
3

連
絡
協
議
会
の
開
催
等
を
通
じ
た
質
向
上
の
取
組

※
支
援
が
必
要
な
学
校
に
弾
力
的
に
派
遣
で
き
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
教
育
委
員
会
配
置
方
式
も
推
進
。

貧
困
対
策
の
た
め
の
重
点
加
配
（
週
１
日
追
加
）
１
，
８
０
０
人
（
１
，
０
０
０
人
）

【４
８
週
＊
３
h＊
１
日
】

虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
加
配
（週
１
日
追
加
）
4
０
０
校
（新
規
）

【
３
５
週
＊
４
h＊
１
日
】

虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
加
配
（
週
１
日
追
加
）
４
０
０
人
（
新
規
）

【４
８
週
＊
３
h＊
１
日
】
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・
調
査
研
究
成
果
の
分
析
・
検
証
・
周
知

施
策
へ
の
反
映

い
じ
め
対
策
・
不
登
校
支
援
等
推
進
事
業
①

（
前
年
度
予
算
額
：１
８
百
万
円
）

2
9
年
度
概
算
要
求
額
：６
２
１
百
万
円

自
殺
予
防

脳
科
学
・精
神
科
学

貧
困
対
策

長
期
宿
泊
体
験

い
じ
め
対
策

（
専
門
的
人
材
の
活
用
）

◇
法
的
側
面
か
らの
い
じめ
抑

止
策
（
ｽｸ
ｰﾙ
ﾛｲ
ﾔｰ
の
活
用
）

◇
正
規
職
員
とし
て
の
SC
・S
SW
の

活
用
方
策

不
登
校
児
童
生
徒
支
援

（
き
め
細
か
な
支
援
体
制
の
構
築
）

そ
の
他
生
徒
指
導
上

の
課
題

い
じ
め
の
未
然
防
止
、
早
期
発
見
・
早
期
対
応
、

不
登
校
児
童
生
徒
へ
の
き
め
細
か
な
支
援
体
制
の
整
備
等
の
推
進

学
校
現
場
に
お
け
る

科
学
的
知
見
の
活
用

組
織
的
な
自
殺
予
防

プ
ログ
ラム
の
開
発

学
校

学
校
外

貧
困
を
背
景
とし
た
問
題

行
動
等
の
改
善
、目
的

意
識
の
醸
成

長
期
宿
泊
体
験
を
活
用
した

社
会
性
・自
主
性
の
育
成

い
じ
め
対
策
・
不
登
校
支
援
等
推
進
事
業

ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー 活 用 事 業

ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー 活 用 事 業

活
用

◇
民
間
団
体
等
の
自
主
的
取
組
を

促
進
す
る
た
め
の
仕
組
み
等
に

関
す
る
調
査
研
究

◇
教
育
支
援
セ
ンタ
ー
の
設
置
促
進

◇
訪
問
型
支
援
、I
CT
等
を
活
用

した
支
援

◇
民
間
団
体
等
との
連
携
に
よ
る

支
援
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い
じ
め
対
策
・
不
登
校
支
援
等
推
進
事
業
②

児
童
生
徒
の
自
殺
、
不
登
校
や
そ
の
他
の
問
題
行
動
等
に
対
す
る
今
後
の
施
策
の
在
り
方
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
教
育
委
員
会
や
学
校
に
よ
る
問
題
行
動
等
の
未
然

防
止
、
早
期
発
見
・
早
期
対
応
な
ど
の
、
速
や
か
で
適
切
な
対
応
を
支
援
す
る
た
め
、
以
下
の
と
お
り
調
査
研
究
を
実
施
す
る
。

【
学
校
教
育
に
お
け
る
長
期
宿
泊
体
験
活
動
の
導
入
促
進
に
関
す
る
調
査
[委
託
先
：
１
団
体
]】

児
童
生
徒
の
社
会
性
や
自
主
性
な
ど
を
育
成
す
る
上
で
、
長
期
宿
泊
体
験
は
ど
の
よ
う
な
有
用
性
が
あ
る
か
に
つ
い
て
、
実
際
の
長
期
宿
泊
体
験
に
お
け
る
児
童
生
徒
の
活
動
内
容
と
そ
の
成
果
を

分
析
し
な
が
ら
調
査
研
究
を
行
い
、
学
校
教
育
に
お
け
る
長
期
宿
泊
体
験
活
動
の
導
入
促
進
の
た
め
、
学
校
の
参
考
と
な
る
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
教
職
員
研
修
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
開
発
す
る
。

【
自
殺
予
防
、
貧
困
な
ど
に
対
す
る
効
果
的
な
取
り
組
み
に
関
す
る
調
査
[委
託
先
：
都
道
府
県
・
政
令
指
定
都
市
（
２
自
治
体
）
]】

児
童
生
徒
の
命
を
守
る
と
い
う
最
も
基
本
的
な
対
応
が
十
分
な
さ
れ
る
よ
う
、
教
職
員
の
年
間
を
通
し
た
教
育
活
動
に
基
礎
を
置
き
、
現
実
的
か
つ
効
果
的
な
自
殺
予
防
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
す
る

た
め
の
調
査
研
究
を
行
う
。
ま
た
、
貧
困
を
背
景
と
し
た
児
童
生
徒
の
問
題
行
動
等
へ
の
対
応
と
し
て
、
小
学
校
段
階
か
ら
の
積
極
的
な
支
援
が
有
効
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
、
生
活
習
慣
の
改
善
、
目
的

意
識
の
醸
成
な
ど
に
つ
い
て
適
切
に
サ
ポ
ー
ト
し
、
自
己
形
成
力
の
基
礎
を
早
期
に
養
成
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
具
体
的
な
方
法
に
つ
い
て
の
調
査
研
究
を
行
う
。

【
脳
科
学
・
精
神
科
学
・
心
理
学
等
に
関
す
る
研
究
と
学
校
教
育
の
連
携
に
よ
る
調
査
[委
託
先
：
１
団
体
]】

「
情
動
の
科
学
的
解
明
と
教
育
等
へ
の
応
用
に
関
す
る
調
査
研
究
協
力
者
会
議
審
議
の
ま
と
め
」
（
平
成
２
６
年
７
月
）
に
お
い
て
、
現
在
、
様
々
な
分
野
で
行
わ
れ
て
い
る
情
動
に
関
す
る
研
究
成
果

に
係
る
情
報
等
を
集
約
す
る
と
と
も
に
、
研
究
者
間
、
研
究
者
と
教
育
関
係
者
間
等
に
お
け
る
情
報
交
換
等
を
円
滑
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
連
携
体
制
の
構
築
（
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
）
の
必
要
性
と
必
要
な

機
能
に
つ
い
て
提
言
を
得
て
い
る
。
本
提
言
を
踏
ま
え
、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
機
能
の
実
行
可
能
性
を
担
保
す
る
た
め
に
、
複
数
の
大
学
、
教
育
研
究
機
関
か
ら
構
成
さ
れ
る
取
組
全
体
の
総
括
を
行
う
基

幹
大
学
等
を
選
定
し
、
研
究
者
と
教
育
関
係
者
が
研
究
情
報
や
問
題
意
識
を
共
有
し
、
学
校
教
育
に
お
け
る
科
学
的
知
見
の
活
用
や
各
発
達
段
階
に
お
け
る
研
究
が
具
体
的
に
進
展
し
て
い
く
よ
う
な

仕
組
づ
く
り
に
向
け
て
、
先
進
的
か
つ
そ
の
成
果
を
全
国
に
普
及
す
る
こ
と
が
期
待
で
き
る
取
組
に
つ
い
て
の
調
査
研
究
を
行
う
。

【
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
及
び
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の
常
勤
化
に
向
け
た
モ
デ
ル
事
業

[委
託
先
：
都
道
府
県
・
政
令
指
定
都
市
（
３
自
治
体
）

]】
（
新
規
）

学
校
教
育
法
等
に
お
い
て
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
及
び
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
が
正
規
の
職
員
と
し
て
規
定
さ
れ
た
場
合
を
想
定
し
、
チ
ー
ム
学
校
の
一
員
と
し
て
勤
務
す
る
場
合
の
働
き

方
を
検
証
す
る
た
め
、
S
C
及
び
S
S
W
の
連
携
の
在
り
方
や
学
校
・
関
係
機
関
と
の
連
携
方
策
に
つ
い
て
検
証
す
る
。

い
じ
め
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究
[委
託
先
：
都
道
府
県
・
政
令
指
定
都
市
・
市
区
町
村
（
３
自
治
体
）
]】
（
新
規
）

法
律
の
専
門
家
で
あ
る
弁
護
士
が
、
そ
の
専
門
的
知
識
・
経
験
に
基
づ
き
、
い
じ
め
の
防
止
等
の
対
策
に
関
わ
る
こ
と
に
よ
り
、
法
的
側
面
か
ら
の
い
じ
め
の
抑
止
、
法
令
に
基
づ
く
対
応
の
徹
底
、
保

護
者
と
学
校
等
と
の
ト
ラ
ブ
ル
の
解
決
な
ど
、
対
策
の
実
効
性
向
上
を
図
る
。

【
不
登
校
児
童
生
徒
へ
の
き
め
細
か
な
支
援
体
制
の
整
備
に
向
け
た
実
践
研
究
[委
託
先
：
都
道
府
県
等
（
８
０
自
治
体
）
]】
（
新
規
）

教
育
委
員
会
・
学
校
を
中
心
に
、
関
係
者
間
の
連
携
の
下
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
て
、
不
登
校
児
童
生
徒
の
学
校
外
で
の
様
々
な
学
習
を
き
め
細
か
に
支
援
す
る
体
制
の
整
備
に
向
け
た
実
践
研

究
を
行
う
。

＜
内
容
＞

（
１
）
民
間
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
る
支
援
の
推
進

①
民
間
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
る
支
援
の
実
施
（
保
護
者
学
習
会
、
民
間
団
体
等
に
通
う
子
供
に

対
す
る
訪
問
型
支
援
等
の
実
施
等
）

②
民
間
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
る
施
設
の
設
置
に
向
け
た
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
派
遣

③
不
登
校
児
童
生
徒
支
援
協
議
会
の
設
置
及
び
不
登
校
児
童
生
徒
へ
の
「
支
援
プ
ラ
ン
」

の
作
成
・
活
用

【
不
登
校
児
童
生
徒
を
受
け
入
れ
て
い
る
民
間
団
体
等
の
自
主
的
な
取
組
の
促
進
に
関
す
る
調
査
研
究
[委
託
先
：
大
学
等
（
３
校
）
]】
（
新
規
）

不
登
校
児
童
生
徒
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
が
行
わ
れ
る
よ
う
、
不
登
校
児
童
生
徒
を
受
け
入
れ
て
い
る
民
間
団
体
等
の
自
主
的
な
取
組
を
促
進
す
る
た
め
の
仕
組
み
等
に
関
す
る
調
査
研
究
を
行
う
。

＜
内
容
＞

①
民
間
団
体
等
の
相
互
評
価

②
民
間
団
体
等
の
地
域
単
位
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

③
中
間
支
援
組
織
の
在
り
方

（
２
）
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
等
の
機
能
強
化
及
び
設
置
促
進

①
訪
問
型
支
援
や
IC
T
等
を
活
用
し
た
支
援
の
た
め
の
支
援
員
等
の
派
遣

②
IC
T
機
材
の
整
備

③
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
等
の
施
設
設
置
に
向
け
た
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
派
遣

④
不
登
校
児
童
生
徒
支
援
協
議
会
の
設
置
及
び
不
登
校
児
童
生
徒
へ
の
「
支
援
プ
ラ
ン
」

の
作
成
・
活
用
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中
学
校
夜
間
学
級
の
設
置
促
進
等
推
進
事
業

＜
夜
間
中
学
新
設
準
備
に
係
る
調
査
研
究
＞

１
５
百
万
円
（
１
箇
所
あ
た
り
３
０
０
万
円
）

夜
間
中
学
を
新
設
す
る
た
め
の
準
備
に
つ
い
て
、
具
体
的
に
夜

間
中
学
の
設
置
を
目
指
す
都
道
府
県
又
は
市
町
村
に
委
託
し
、

検
証
す
る
。

＜
ニ
ー
ズ
把
握
に
係
る
調
査
研
究
＞

１
２
百
万
円
（
１
都
道
府
県
あ
た
り
５
０
万
円
）

義
務
教
育
未
修
了
者
等
の
実
態
や
、
夜
間
中
学
を
始
め
と
す
る

義
務
教
育
段
階
の
教
育
機
会
の
提
供
に
つ
い
て
の
ニ
ー
ズ
の

把
握
に
つ
い
て
、
都
道
府
県
に
委
託
し
、
検
証
す
る
。

平
成

29
年
度
概
算
要
求
額

40
百
万
円
（

H2
8年
度
予
算
額
１
百
万
円
）

（
※

H2
7補
正
予
算
額

20
百
万
円
）

○
義
務
教
育
未
修
了
者
は
少
な
く
と
も
１
２
万
人
以
上
存
在
（
Ｈ
２
２
国
勢
調
査
）
。

○
夜
間
中
学
は
こ
う
し
た
方
々
の
教
育
機
会
の
確
保
に
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
が
、
設
置
数
が
少
な
い
。

⇒
こ
れ
ま
で
の
調
査
研
究
の
成
果
を
踏
ま
え
、
一
億
総
活
躍
社
会
の
構
築
に
向
け
て
、
夜
間
中
学
の
新
設
や
既
存
の

夜
間
中
学
に
お
け
る
教
育
機
会
の
提
供
拡
充
に
向
け
た
調
査
研
究
等
を
行
う
。

夜
間
中
学
の
果
た
し
て
い
る
役
割
や
設
置
場
所
等
を
示
し
た
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
作
成
・配
布
す
る
と
と
も
に
、

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
し
、
潜
在
的
な
ニ
ー
ズ
を
持
っ
た
方
々
へ
の
広
報
を
強
化

夜
間
中
学
に
お
け
る
教
育
機
会
確
保
に
係
る
委
託
研
究

取 組 例

●
担
当
と
な
る
教
員
へ
の
研
修

●
各
教
科
の
教
材
準
備

●
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
編
成
会
議
の
実
施

●
経
済
的
支
援
の
具
体
的
手
法
の
検
討

●
住
民
に
対
す
る
説
明
会
の
実
施

等

取 組 例

●
地
方
自
治
体
の
役
割
分
担
の
整
理

●
経
済
的
支
援
の
在
り
方
の
検
討

●
受
け
入
れ
実
績
の
少
な
い
希
望
者
へ

の
教
育
機
会
の
提
供

等

夜
間
中
学
の
広
報
強
化 ＜
既
存
夜
間
中
学
の
教
育
機
会
の
提
供
拡
充
に
係
る

調
査
研
究
＞
１
０
百
万
円
（
１
箇
所
あ
た
り
１
０
０
万
円
）

既
存
の
夜
間
中
学
に
お
い
て
、
教
育
機
会
を
求
め
る
多
く

の
希
望
者
に
そ
の
機
会
を
提
供
す
る
た
め
の
取
組
や
課

題
に
つ
い
て
、
域
内
に
夜
間
中
学
が
所
在
す
る
都
道
府

県
又
は
市
町
村
に
委
託
し
、
検
証
す
る
。

新
た
な
夜
間
中
学
の

設
置
促
進

既
存
の
夜
間
中
学
の

提
供
拡
充

義
務
教
育
未
修
了
者
の
就
学
機
会
の
充
実
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緊急スクールカウンセラー等活用事業

・スクールカウンセラーの活用
臨床心理士、精神科医 等

・スクールカウンセラーに準ずる者の活用
相談業務経験者、教育・福祉分野の専門的知識を有する者 等

・心のケアに資するためのソーシャルワーク、学習支援

平成２９年度概算要求額 ２７億円（平成28年度予算額 ２７億円）
【東日本大震災復興特別会計】

被災地域等

児 童 生 徒 等

保 護 者

心のケア・助言・援助等
及び

新たな課題への対応

○被災した幼児児童生徒・教職員等の心のケアや、教職員・保護者等への
助言・援助、学校教育活動の復興支援、福祉関係機関との連携調整等様々
な課題に対応するため、スクールカウンセラー等を活用する経費を全額国庫
補助で支援する。

※平成２３～２７年度は、全額国費の委託費として実施。平成２８年度からは、従来の委託費の方式を改め、新
たに全額国庫補助の事業を創設するとともに、スクールカウンセラー等を学校等で活用するなど、被災した
幼児児童生徒や教職員の心のケアに資する取組を中心とした事業としている。

地 域関 係 機 関

教 職 員
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